
帯広市公営住宅条例および 

帯広市特定公共賃貸住宅条例の一部改正（素案） 
 
 
 
 
 
１．見直しの必要性 
 

平成１９年４月に東京都町田市の都営住宅において暴力団員による立てこもり発砲事件

が起きるなど、公営住宅における暴力団員の不法・不当行為等、様々な問題が全国的に発

生していることが明らかになりました。このような全国的な状況を踏まえ、帯広市におい

ても市営住宅の入居者及び周辺住民の安全と平穏の確保、公営住宅制度への信頼確保を図

るため暴力団員の市営住宅への入居を制限するため「帯広市公営住宅条例」及び「帯広市

特定公共賃貸住宅条例」の改正を行うものです。 

 
 
２．帯広市公営住宅条例の改正 

【入居者の資格】 《公営住宅条例第５条関係》 
 
  

 
 
 
 

 
 

 
〔国が定める額（※1）〕とは･･･ 一般階層＝政令月収 200,000 円 裁量階層＝268,000 円 

裁量階層には、高齢者・障害者・就学前児童がいる世帯などが

該当します。 

 

〔暴力団員（※2）〕とは･･･ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年

法律第 77 号）第 2条第 6号に規定する暴力団員 

 

 

【同居の承認】 《公営住宅条例第 13 条関係他》 
 

 
 
 
 
 

【現 行】 

○現に同居し、又は同居しようとする親族

があること。 
(老人･身体障害者等政令で定めるものは単身可)

○世帯の収入が国で定める額（※1）以下であ

ること。 

○住宅に困窮していることが明らかな者で

あること。 

【見直し後】 

暴力団員の排除規定を 

入居者の資格に追加 
 

入居者又は同居者が「暴力団員でな

いこと」を追加し、入居申込者（そ

の同居者を含む）が暴力団員（※2）

である場合には、入居決定しない。

 

【現 行】 

○同居承認後の入居者収入が国で定める額

以下であること。 

○同居させようとする者が入居者の親族で

あること 

○明渡事由に該当しないこと 

【見直し後】 

暴力団員の排除規定を 

同居承認に追加 
 

入居者が同居させようとする者が暴

力団員である場合は、承認しない。 

入居者資格・同居承認・入居承継などの制度を見直します 



【入居の承継承認】 《公営住宅条例第 14 条関係他》 
   

 

 

 

 

 
〔入居承継〕とは･･･ 市営住宅の名義人が死亡したり退去した場合に、その死亡したり退去

したときに同居している親族が、引き続き居住すること。 

 

【住宅の明渡し請求事由】 《公営住宅条例第 40 条関係》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【駐車場使用者の資格】 《公営住宅条例第 53 条関係》 

 

 

 

 

 

 

 
 

【警察との連携】 

【新 規】 「暴力団員」に該当するか否かの判断は、帯広警察署への照会及びこれ

に対する警察署からの回答に基づき行うものとします。 

 

３．帯広市特定公共賃貸住宅条例の改正 

帯広市公営住宅条例の改正の内容に準じた見直しを行います。 

  

４．施行予定期日 

平成２０年１１月１日 

【現 行】 

○不法行為による入居 

○家賃滞納 

○故意による住宅等のき損 

○正当な理由によらない住宅の不使用 

○保管義務等の違反 

○借り上げ期間の満了 

【見直し案】 

暴力団員の排除規定を 

明渡し請求事由に追加 
 

明渡し請求事由に「暴力団員である

ことが判明したとき」を追加し、当

該入居者に対し明渡請求ができる。

【現 行】 

○入居承継後の入居者の収入が国で定める

額以下であること。 

○入居承継する親族は同居期間が１年以上

であること 

○明渡事由に該当しないこと 

【見直し案】 

暴力団員の排除規定を 

入居承継承認に追加 
 

入居者として承継しようとする者が

暴力団員である場合は、承認しない。

【現 行】 

○市営住宅の入居者又は同居者であること

○入居者又は同居者が自ら使用するために

駐車場を必要としていること 

○駐車場の使用料を支払うことができるこ

と 

【見直し案】 

暴力団員の排除規定を 

駐車場使用者の資格に追加 
 

駐車場の使用者（同居者を含む）が

暴力団員である場合には、使用の決

定をしない。 


